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千円

千円 千円

■局施策に対する担当局の評価

■　評価担当部署の意見

適切な評価 下記のとおり

構成事業にかかった
人件費の目安(21年度）

平成 21 年度実施施策

施　策　名

取組みの方針

環境を未来に引き継ぐ

循環型の生活様式・産業構造への転換

基
本
計
画

平成21年度

266人

地産地消サポーター数

地産地消に関心のある生産者、販売者等を地産地消サポーターとして登録し、本市
の農林水産業や農林水産物に関する情報提供を行い、地産地消への理解を深め
ます。それぞれの立場で地産地消の理解を深めてもうらうことが、環境に配慮した農
林水産業の推進と考え、指標に設定しました。

生産記録履歴記帳農家割合

市内産野菜の安全性を確保するためには、農薬の適正使用と、その使用方法や頻
度等が確認できる生産履歴の記帳が有効です。そこで、生産記録履歴記帳農家の
割合の増加が環境に配慮した農林水産業の推進につながると考え、指標に設定し
ました。

現状値

266

260

20計画

達成度 102.3

100.0

20

局　施　策　評　価　票

環境に配慮した農林水産業の推進を図るにあたり、地域の農産物をその地域で消費することはエコにつながると考えます。また、農薬の適
正使用など履歴を明確にすることで、環境に配慮した農業経営につながると考えます。今後も、各指標の目標達成に向け各事業を推進して
いきます。

今後の
局施策の
方向性

7,275

目標値

コ
ス
ト

施
策
の
成
果

主な分析理由

平成26年度

300人

【局施策評価】　　Ａ：大変良い状況にある　 　Ｂ：概ね良い状況にある　　Ｃ：概ね良い状況とまでは言えない　　Ｄ：不十分な状況にある

目標値

平成25年度

目標値 100%

地産地消サポーター数については、平成21年度の計画に対して実績が上回り、最終年度目標達成に向け、順調に推移し
ているといえます。また、生産記録履歴記帳農家割合についても、計画を着実に実施しております。

平成２１年度

計画

連絡先

21年度評価

事業費 13,903

うち一般財源

　　A時点　－
　　B時点　－
　　C時点　22.7月【21年度：執行額】

局施策の
　評価

成果指標の結
果を踏まえ、構
成事業の評価
結果なども考
慮し評価を行
う。

13,903

目標値の考え方を示すことが必要と考えます。

A

局名 産業経済局

環境に配慮した農林水産業の推進

施
策
の
概
要

何（誰）をどのような状
態にしたいのか。

安全・安心な農作物の安定供給や、林道の整備、沿岸漁業の振興等を通じて、産業として成り立つ農林水産業を支援するととも
に、環境に配慮した農林水産業の推進を図ります。

その結果、実現を目指
す取組みの方針名

成果指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

５８２－２２９９

産業政策課

C時点：22. 7月

○

A時点：－ B時点：-

産業経済局

社会経済活動における資源の循環利用

大項目

社会経済活動における資源の循環利用

目標値

現状値

計画

担当局／
総務担当課名

Ⅵ-3-(3)-①

実績

現状値

20%
実績

平成21年度

達成度

達成度

実績

現状値



千円 千円

①
千円

千円 千円

②
千円

千円 千円

③
千円

千円 千円

④
千円

千円 千円

⑤
千円

千円 千円

⑥
千円

千円 千円

⑦
千円

千円 千円

⑧
千円

千円 千円

⑨
千円

千円 千円

⑩
千円

千円 千円

千円

―

4,650

事業にかかった
人件費の目安
(21年度)

―

7,275

―

人件費（目安）

A

2,6258,380

8,380

【事業の今後の方向性】　　ア：事業の見直しを図ることが可能　　イ：休止・廃止を検討　　ウ：現状のまま進めることが適当　　エ：終了

局施策全体のコスト
―

13,903

施策全体の事業費のうち一般財源

２１年度
【局施策評価】
Ａ：大変良い状況にある
Ｂ：概ね良い状況にある
Ｃ：概ね良い状況とまで
　　は言えない
Ｄ：不十分な状況にある

地産地消推進事業

事業費のうち一般財源

事業費のうち一般財源

事業費のうち一般財源

伐採竹利活用等新連携事業

― ２１年度

5,523

5,523

施　策　名 環境に配慮した農林水産業の推進

―

ウ

―

裁量的経費

今後の方向性

―

事業費のうち一般財源

事業費のうち一般財源

事業費のうち一般財源

―

―

―

特別経費（重点）

―

―

―

―

―

―

―

ア

― ―
事業費のうち一般財源

――
事業費のうち一般財源

―

13,903

事業費

―

局施策の
21年度評価

21

経費分類

裁量的経費
義務的経費

特別経費（重点）
特別経費（臨時）

事業費のうち一般財源

事業費のうち一般財源

年度
実施施策

B時点：- C時点：22. 7月

○

　　構　成　事　業　一　覧 A時点：－産業経済局

Ⅵ-3-(3)-①

― 21年度

構成事業名

事業費

―

C時点【21年度：執行額】

平成



新規 継続

○

柱

①

②

③

回 年度

回

％

回 年度

回

％

千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

A時点：－ B時点：- C時点：22. 7月

○

24

達成度

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

地産地消サポーター数への情報提供

　地産地消に関心のある生産者、消費者、販売者等を地産地消サポーターとして登録し、本市の農林水産業や農林水
産物に関する情報提供等を行います。

計画

実績

平成２５年度

平成２１年度

31

平成２２年度 平成２３年度

関連計画

その結果、実
現を目指す施
策名と成果

平成２４年度

　本事業は、環境に配慮した農林水産業の振興に有効であると考えており、今後も地産地消を進める取
組が必要であると考えています。

年１２回

計画変更理由

事　業　評　価　票

内容

環境に配慮した農林水産業の推進

担当局/課 地産地消推進課

目標

裁量的経費

地産地消推進事業

評価結果を検証した上で、
今後の事業の方向性（いつ
から何をどうするのか）を決
定する。

評
価

実
施
結
果

今
後
の
方
向
性

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施
策実現に対する影響はどう
なのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切な
のか。市の関与をなくすこ
とはできないのか。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得
られないか。または、同じコス
トでより高い効果を得られない
か。

２1年度に実施した結果、当
初計画（実施工程）に対す
る進捗状況はどうか。

事業期間大項目

事　業　名

主要施策 環境に配慮した農林水産業の推進

取組みの方針 社会経済活動における資源の循環利用

環境を未来に引き継ぐ

循環型の生活様式・産業構造への転換

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

何（誰）をどの
ような状態にし
たいのか。

　農業生産者に農薬の適正使用についての認識を深めてもらい、消費者には農林水産業への理解を深めてもらうことで、地産地消を推進する
とともに、環境に配慮した持続的な農業生産活動を進めていきます。

５８２－２０８０
平成２１年度実施事業

基
本
計
画

経費区分

連絡先

産業経済局

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

単
年
度
計
画

実
施
状
況

現状

実
施
工
程

当初
計画

　生産者の会議等で、市の職員が農薬に関する知識、適正な使用方法等に関する啓発を行います。

地産地消サポーターへの
情報提供　年２４回

農薬適正使用と記帳の指
導　１２回

8,380

　地産地消や農林水産業に関心のある地産地消サポーターへの情報発信等の働きかけを行う方法は、
地産地消の理解促進に効果的であると考えています。

　市民の環境への関心が高まるなか、今後も地産地消の推進を図っていく必要があると考えています。

施策名

平成２１年度

地産地消サポーターへの
情報提供　年２４回

農薬適正使用と記帳の指
導　１２回

成果

地産地消サポーター数

生産記録履歴記帳農家割合

ア：事業の見直しを図
ることが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進める
ことが適当
エ：終了

ウ

4

4

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

4

3

　地産地消の推進には、さまざまな団体が関与しますが、取組の推進を図るうえで、事業主体は市が適
当であると考えています。

　地産地消についてＰＲし、理解を深めてもらうことは、環境に配慮した農林水産業を進めるうえで、有効
性が高いと考えています。

　　A時点　－
　　B時点　－
　　C時点　22.7月【21年度：執行額】

2,625

事業費
事業にかかった

人件費の目安(21年度）

平成25年度

年２４回

12

内容
129.2

うち一般財源

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に
対し、効果があったのか。

コ
ス
ト

8,380

達成度

平成25年度計画

実績 16

133.3

Ⅵ-3-(3)-①

　ホームページによる地産地消の情報発信や地産地消サポーター（平成２１年度末２６６人）に対して、地産地消サポーターニュー
スを発行（３１回）、また、サポーター交流会の開催（５回）により情報交換等を行い、地産地消への理解促進に努めました。
　また、農協の生産部会や直売所出荷者の会議に市の職員が出席し、農薬の適正な使用方法や農薬使用履歴の記帳について
の周知、指導を１６回行いました。

農薬適正使用及び記帳の周知と指導



新規 継続

○

柱

①

②

③

年度

年度

千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

２１年度は、大学関係者や研究機関関係者等の知見を活用しながら、伐採竹の利活用について検討を重ねました。特にバイオマ
ス資源としてのエネルギー利用に着目し、利活用の可能性を精査するとともに、想定される生成物の市場性調査を実施しました。
２２年度以降は、これらの検討・調査結果も踏まえつつ、伐採竹を活用したビジネスモデルの構築と産業の創出に取り組んでいき
ます。また、エネルギー利用以外の利活用方法についても、引き続き調査・研究し、伐採竹を利活用したビジネス創出に向けた支
援等に取り組みます。

伐採竹を利活用した産業創出件数

大学関係者や研究機関関係者等の知見を活用しながら、伐採竹をバイオマス資源として利活用する可能性等について精
査・検討するとともに、想定される生成品の市場性調査を実施するなどして、伐採竹を利活用した新たなビジネスモデル
の構築と産業の創出に取り組みます。

計画

実績

4,650

事業にかかった
人件費の目安(21年度）

内容

達成度

計画

実績

ア：事業の見直しを図
ることが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進める
ことが適当
エ：終了

ア

3

2

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

4

3

　　A時点　－
　　B時点　－
　　C時点　22.7月【21年度：執行額】

事業費

うち一般財源 5,523

達成度

事業の最終目的は伐採竹を利活用した産業創出ですが、産業の運営主体は民間企業であることから、
行政としては、伐採竹の安定供給に向けた仕組みづくり等、伐採竹を利活用する産業創出に取り組む
民間企業に対する側面支援を担っていくことが必要であると考えます。

「竹」はバイオマス資源として注目されており、賦存量が豊富であるものの、殆ど有効活用されていませ
ん。当事業は「竹」を有効に利活用した産業創出に向けて取り組んでいるものであり、基本計画の取組
方針である「社会経済活動における資源の循環利用」に対する有効性は高いと考えます。

２２年度は事業予算を計上しておらず、２１年度の検討・調査を踏まえて、ビジネスモデルの構築と産業
の創出に向けた支援を進めています。産業創出にあたって必要であれば、国のファンド等を活用するこ
とを想定しています。

施策実現に向けて、今後も本事業に取り組んでいく必要が高いと考えます。
今後も多様な伐採竹の利活用方法について調査・研究を続けながら、ビジネス創出に向けた支援を進
めていきます。

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

単
年
度
計
画

実
施
状
況

現状

実
施
工
程

伐採竹を利活用したビジネ
スモデルの検討・調査

当初
計画

平成２１年度

評価結果を検証した上で、
今後の事業の方向性（いつ
から何をどうするのか）を決
定する。

評
価

実
施
結
果

今
後
の
方
向
性

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施
策実現に対する影響はどう
なのか。
　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切な
のか。市の関与をなくすこ
とはできないのか。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得
られないか。または、同じコスト
でより高い効果を得られない
か。

２1年度に実施した結果、当
初計画（実施工程）に対す
る進捗状況はどうか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に
対し、効果があったのか。

内容

施策名

平成２１年度

伐採竹を利活用したビジネ
スモデルの検討・調査

循環型の生活様式・産業構造への転換

環境に配慮した農林水産業の推進

平成２２年度 平成２３年度

伐採竹を利活用し
た産業創出１件以
上

コ
ス
ト

5,523

その結果、実
現を目指す施
策名と成果

検討・調査を実施

検討・調査結果を踏まえた、
ビジネスモデルの構築と産
業の創出

平成２５年度

担当局/課

大項目

取組みの方針

事業期間

北九州市産業雇用戦略
基
本
計
画

環境を未来に引き継ぐ

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

特別経費（重点）

伐採竹利活用等新連携事業

経費区分社会経済活動における資源の循環利用

成果

北九州市は約1,400haと全国でも最大規模の竹林を抱えており、高級食材として「合馬のたけのこ」という全国的なブランドがある一方で、放置
竹林・侵入竹などの課題を抱えています。こうした状況のもと、森林保全のための竹林整備と侵入竹の伐採処理、新たな産業施策としての農
商工連携など、主に竹を対象に、地域における横断的な課題を克服するための有効な解決策を見出すとともに、環境にやさしい産業振興施
策の立案を図ります。

Ⅵ-3-(3)-①

事　業　評　価　票

連絡先

事　業　名

主要施策 環境に配慮した農林水産業の推進

582-2299
平成２１年度実施事業

関連計画

産業政策課産業経済局

本事業は施策に対する有効性が高く、今後も伐採竹を利活用した産業創出に向けて取り組みを進めて
いくことが必要であると考えます。
２１年度は行政が主体となって産業創出に向けた検討・調査に取り組んできました。今後、産業創出に
向けて取り組みを進めていく段階では、事業予算を計上せず、行政はこれまでの検討・調査によるノウ
ハウ等を活かしながら、伐採竹を利活用する産業創出に取り組む民間企業の側面支援を担っていくこと
が必要であると考えます。

検討・調査結果を踏まえた、
ビジネスモデルの構築と産
業の創出

２１年度に検
討した以外の
伐採竹利活用
法について
も、可能性を
検討・調査す
る必要がある
ため、２２年度
も検討・調査
を継続する。

－

平成２１年度

平成２４年度 計画変更理由

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

何（誰）をどの
ような状態にし
たいのか。

A時点：－ B時点：- C時点：22. 7月

○

検討・調査

目標

平成２５年度


